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マイナカード普及にキャンペーンは貢献するか 

◆カード申込み締め切りを2022年12月末に延期、ポイント申請は23年2月末まで 

マイナンバーカード（以下マイナカード）の取得後に、キャッシュレス決済で

利用できるポイント（現金相当のマイナポイント）が得られるキャンペーンにエ

ントリーするためのカード申請の締め切りが、当初の22年 9月末から12月末に急

遽変更された。 

マイナポイントを取得できる 3

つのキャンペーン;①新規取得す

ると電子マネーに 20,000円まで

のチャージ、あるいは買い物に

よ る 利 用 金 額 の 25％ （ 上 限 は

20,000円の25％の5,000円）分、

②健康保険証としての利用申込で得られる 7,500円相当分、③公金受取口座の登

録で得られる7,500円相当分のそれぞれのマイナポイントを受け取るための申請

締め切りは、当初予定通りの23年2月末で変更はない。 

総務省が毎月発表しているデータによると、 8月末までのマイナカードの交付

状況は5,966万枚で、人口に対する交付枚数率は 47.4％だ。23年3月末に「ほとん

どの住民がカードを保有」という当初目標の未達が見込まれるため、締め切り直

前の9月20日にキャンペーン対象となるマイナカードの申込期間の延長が発表さ

れた。同時に、当面の目標として年内 8,100万枚の交付目標も設定された。 

ただ、単純な全国平均では惨憺たる結果だが、自治体ごとにみると違った面も

みえてくる。都道府県別では宮崎県の61.3％、市町村別では都城市の83.9％とい

う高い交付率（いずれも8月末現在）を誇る自治体もあるからだ。 

 

◆自治体による交付率格差が大きくなっている 

都道府県別のデータや性別・年齢別などのマイナカードの取得状況は、総務省

のウェブサイトで随時データを公開している。次ページの表のように、交付率が

8割を超えている市町村も地方を中心に 4ヵ所存在する。 

出所 :https://mynumbercard.point.soumu.go.jp/ad/2203_01/   

https://www.soumu.go.jp/kojinbango_card/kofujokyo.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/kaiken/01koho01_02001171.html
https://www.soumu.go.jp/kojinbango_card/kofujokyo.html
https://www.soumu.go.jp/kojinbango_card/kofujokyo.html
https://mynumbercard.point.soumu.go.jp/ad/2203_01/
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 取得率83.9％で特別区・市でトップの都城市はマイナンバーカード制度開始当

初より、市独自の取り組みを実施している。市庁舎内にマイナカード取得の特設

会場を設けるだけでなく、各総合支所でも申請補助を行うとともに、マイナン

バーを利用する税務署や金融機関等の関係機関と連携した広報の実施で、住民を

申請会場へ誘導している。さらに、マイナカードの申請割合が特に少ない就業者

層をターゲットとし、企業巡回型、公共施設・商業施設巡回型、説明会一体型の

申請補助、さらには 5,000円の取得感謝券の配布などの対策も実施してきてい

る。これらの施策が功を奏し、高い交付率を実現しているのだ。  

同市が進めてきたショッピングモールなどの商業施設における申請補助政策

は、他の自治体でも交付促進のための取り組みとして導入、実施されている。  

 

◆年齢別の交付率は高齢者ほど高くなっている 

マイナカードの取得によってもらえるのは、キャッシュレス決済で利用できる

ポイント（現金相当）であることから、スマホなどの取り扱いに慣れた若者の取

得率が高いような印象を受けるが、次ページのグラフのように男女とも 65歳以上

への交付率が意外と高い。 

特に男性に関していえば高齢男性の取得率が高いことがわかる。高齢者はデジ

タルが苦手という認識は間違っていたのだろうか。 

池袋暴走母子死亡事故をはじめ、高齢者が引き起こす交通事故が頻発したた

め、高齢者の運転に対する社会の目がより厳しくなっている。このため免許証を

出 所 ： 総 務 省 「 マ イ ナ ン バ ー カ ー ド 交 付 状 況  令 和 4年 8月 末 」 よ り  

https://www.city.miyakonojo.miyazaki.jp/soshiki/24/1020.html
https://www.miyazaki-cci.or.jp/miyakonjo/2021/11/12415
https://www.soumu.go.jp/main_content/000833940.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000833940.pdf
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返納し、身分証としてマイナカードを利用する高齢者が増えていることも高取得

率の一因だ。 

周知のように 98年から 70歳以上の高齢者が免許を更新する際に実車指導など

の講習が義務付けられ、 17年からは 75歳以上の高齢者には認知機能検査も義務

付けられた。さらに、 22年からは一定の違反歴のある高齢運転者は運転技能検

査に合格しないと免許証の更新ができず、運転免許を所持するハードルが高く

なっている。 

出所 :令和3年版警察庁運転免許統計  
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 これら一連の制度変更のため前ページ表のように免許証の自主返納（申請によ

る免許証の取消）が増え、免許証を持たない高齢者が増えている。  

国民全員が持つマイナンバー（個人番号）が記載されたマイナカードは、顔写

真付き身分証明書としての機能を持ち、しかも発行は無料だ。そのため、免許証

を返納した高齢者にとって利便性の高い身分証明書となっているのだ。  

また、高齢者は退職後、確定申告する必要がある人も増えるが、 e-TAXを利用

して確定申告をする際もマイナカードがあれば、オンラインでの申請が容易とな

り、若者以上に高齢者にとってマイナカードの利便性が高いのだ。  

 

◆マイナンバーカードの普及はどこまで必要か 

マイナンバーは、「社会保障、税、災害対策の分野で効率的に情報を管理し、

複数の機関が保有する個人情報が同一人の情報であることを確認するため活用す

るために導入された制度」で、15年10月以降、12桁のマイナンバー（個人番号）

が通知された。 

一方、マイナカードは、「氏名、住所、生年月日、性別などが記載された、顔

写真付きのプラスチック製のカードで、顔写真付きの本人確認書類として利用で

き、ICチップを利用してオンライン上で安全かつ確実に本人であることを証明で

きる。裏面には12桁のマイナンバーが記載されており、法律または条例で定めら

れた手続きに利用できるもの」で、 16年1月より交付が開始された。 

マイナカードは、デジタル社会の基盤としての役割を担うもので、その普及を

図るために実施されたのが、「マイナポイント  キャンペーン」である。 

第 1弾のマイナポイントキャンペーンは、 19年10月の消費増税後の景気対策の

一つとしても実施された。マイナカードの普及率（ 19年9月1日時点で19.3％）の

向上とあわせて実施され、約1年半の第1弾の期間に普及率は40％を超えた。 

今回の第2弾キャンペーンでどこまで普及するかが注目される。デジタル庁の

調査（22年1月25日から2月4日に実施したオンライン調査）では取得率は 58.9％

だが、マイナカードを保有したくない頑なな層（保有にメリットを感じな

い :31.3％）も一定数存在する。ただ、現状実質的に身分証明書として広く利用

されている運転免許証の保有率（16歳以上人口の74.8％、8,199万人）からも、7

割程度普及すれば身分証明書としての「実用性あり」という事がわかる。 8,100

https://www.npa.go.jp/publications/statistics/koutsuu/menkyo/r03/r03_main.pdf
https://www.npa.go.jp/publications/statistics/koutsuu/menkyo/r03/r03_main.pdf
https://www.e-tax.nta.go.jp/kojin/mycd_login.htm
https://www.e-tax.nta.go.jp/kojin/mycd_login.htm
https://www.digital.go.jp/policies/mynumber/
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/f8a3c045-6c82-4abf-b0bf-cf18bdb79c38/1.Policy_on_use_and_promoting_of_Mynumber_cards.pdf
https://www.digital.go.jp/councils/aacc90ee-b603-488b-affb-8915c3a8ef14/
https://www.digital.go.jp/councils/aacc90ee-b603-488b-affb-8915c3a8ef14/
https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/r03kou_haku/zenbun/genkyo/h1/h1b1s2_3.html#:~:text=(1)%E9%81%8B%E8%BB%A2%E5%85%8D%E8%A8%B1%E4%BF%9D%E6%9C%89%E8%80%85%E6%95%B0&text=%E3%81%93%E3%81%AE%E3%81%86%E3%81%A1%EF%BC%8C%E7%94%B7%E6%80%A7%E3%81%AF%E7%B4%84,%E7%AC%AC1%2D4%E8%A1%A8%EF%BC%89%E3%80%82&text=%E8%AD%A6%E5%AF%9F%E5%BA%81%E8%B3%87%


  

   - 5 -  
 ARC WATCHING 2022年11月 

特 集 
 
 
 万枚の新目標も免許証の保有率を念頭においたものだ。何れにせよ、所有による

メリットを継続的にアピールしていくことが重要であろう。  

 

◆スマホがなくても、マイナポイント手続きスポットで申請手続きは可能  

マイナカード普及施策の第2弾には1.8兆円の予算が計上されている。ポイント

の申請締め切りは23年の2月末だ。利用できる決済サービスは、マイナポイント

事業サイトで確認可能だ。クレジットカードやスマートフォン（スマホ）がなく

ても、キャンペーンに参加しているスーパーなどのポイントカード（電子マネー

機能付き）があれば、ポイント申請することが可能だ。  

申込み手続きもマイナポータルアプリに対応しているスマホがあれば、他人の

スマホでも申し込める。マイナンバーに紐付けられた個人情報はすべてクラウド

上のマイナポータルに保存されており、マイナカードとパスワードが一致しない

とデータにアクセスできない。更に重要な情報へのアクセスには、複雑な電子証

明書のパスワードが必要で、セキュリティは確保されている。スマホがなくても

公共施設やコンビニ ATMなどのマイナポイント手続きスポットからの申し込みも

可能となっている。 

高齢者や地方の取得率が若者や都市部に比較して高いことからみると、知らな

い間にふるさとの老親がマイナカードを取得済ということもありうるだろう。  

 

◆マイナンバーカード、取得率アップでデジタル社会の基盤となるか  

マイナカードがあれば、公的な身分証明書として活用できるのはもちろん、コ

ンビニでの住民票の取得をはじめとした行政手続き、薬剤・医療費・健診情報の

確認と医療機関で健康保険証としての利用（21年10月本格運用開始;22年8月末現

在､利用可能医療機関は 3割弱）、年金記録・年金額の確認や「ねんきんネット」

へのアクセス、e-TAXによる確定申告などが利用できる。  

さらに、 24年度末には運転免許証情報の一体化（オンラインの安全運転講習

は一部実施済み）も視野に入っており、マイナカードの活用シーンが広がりつ

つある。第 2弾のキャンペーンでデジタル社会の基盤となるマイナカードがど

こまで普及するか、デジタル後進国日本の将来を占う鍵になることは間違いな

さそうだ。 【森山博之】 

https://mynumbercard.point.soumu.go.jp/service_list/service_list.html
https://faq.myna.go.jp/faq/show/2587?site_domain=default
https://mynumbercard.point.soumu.go.jp/reserve_search/
https://www.mhlw.go.jp/stf/index_16743.html

